地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所　中期目標（素案）・中期計画（素案）について

Ｈ２３．５．１０
	 中期目標（素案）　
	   中期計画（素案）　

	（前文）

大阪府立産業技術総合研究所は、大阪府の産業振興の拠点として、企業の技術支援や研究開発を行い、大阪経済の発展と府民生活の向上に寄与してきた。

近年、経済活動のグローバル化を背景に、産業構造の変化や国際分業が進み、国際競争は年々厳しさを増しているが、大阪経済が持続的に発展するためには、大阪の企業が新たな価値を創造する技術革新や製品開発への取組みを強化し、競争力を高めることが不可欠である。
地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「産技研」という。）は、企業の「ものづくりのテクノ・パートナー」として、基盤技術の高度化や信頼性の実証による売れる製品づくり、研究開発成果の技術移転など、企業への技術支援に最大限に力を発揮する。そのため、産技研は「攻め」の事業展開を行うことにより、利用者の拡大に取組む。その結果として得られる増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営を行い、企業ニーズに応える質の高いサービスを積極的に提案する。また、企業間連携の支援など、つなぐ取組みも進めていく。
このたび大阪府が策定した『大阪の成長戦略』においては、ハイエンドなものづくりを推進するため、企業の基盤技術の高度化に向けて「産業技術総合研究所による技術支援の強化」を行うことや、環境・新エネルギーなどの先端技術産業を強化することを示しており、産技研は成長推進の一翼を担っていく。

産技研が、公的な役割を基本とし、大阪のものづくり中小企業の期待に応えるよう、支援機能をさらに充実・強化するため、大阪府は中期目標を定める。

第１　中期目標の期間

　　　平成２４年４月１日から平成２８年３月３１日までの４年間とする。

第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

　

１　「提案型」の企業支援と「つなぐ」取組みの推進

国際競争は年々厳しさを増しており、ものづくり中小企業は技術革新や製品開発力をさらに強化する必要がある。こうした企業に対し、産技研は支援の基盤となる顧客データベースを活用し、「攻め」の姿勢で企業ニーズに応えるサービスを提案する。また、大阪府の支援機関である、ものづくりビジネスセンター大阪（以下「ＭＯＢＩＯ」という。）との連携による企業間マッチングや大学等との連携による技術支援など、つなぐ取組みを進めていく。

(1)  「提案型」の企業支援による支援の強化
　

①　サービス体制の強化

利用者の利便性を向上し、ニーズにあったサービスを提供するため、顧客サービス部門を新たに設けるとともに、顧客データベースを活かした企業支援を行う。

②　研究員による積極的な提案

研究員が利用者に対して積極的に課題解決、製品開発等について提案し、企業の技術力の向上につなげる。

③  「出かける」活動の推進

研究員が企業に出かける機会を増やし、企業の製造現場での課題解決をめざすとともに、ニーズを把握し、研究テーマの設定や設備導入など、産技研の業務運営に反映させる。

④　ニーズの把握と利用者満足度の検証
マーケティング・リサーチの実施や企業、業種団体の意見を聴く場を設置することなどにより、企業ニーズの把握と利用者満足度を検証し、サービスの改善や新たな提案に活かす。
　　

⑤　積極的な情報発信

インターネット等の情報発信ツールの活用、展示会への出展等を通じ、ものづくりの現場で役立つ最新の技術情報をタイムリーに企業に提供するなど、産技研を広く知ってもらう取組みを継続して実施する。

(2)  「つなぐ」取組みの推進

外部機関との連携による支援や外部機関へのコーディネートなど、つなぐ取組みを推進し、多様な企業ニーズに応える。

また、取引先や提携先を求めている利用者間の情報交流や、技術マッチングを促進する仕組みを検討する。

２　技術支援機能の強化

技術支援を「売れる製品づくり」につなげることが重要であり、産技研は、技術革新や新製品の開発につながる支援策を提案、実行していく。

(1)　新たなサービスの実施

個々の企業の技術革新や製品開発のニーズに応える新たなサービスを実施する。
(2)　既存サービスの充実

既存のサービスについて、企業ニーズに対応する改善を行う。

　

①　技術相談
研究員の専門的な知識・ノウハウ、研究開発によって得られた成果、最新の技術情報等を活かし、利用企業にとって早期の課題解決につながる満足度の高い提案や情報提供を行う。そのため、提案型の企業支援の拠点であり、総合的な相談窓口の機能を担う顧客サービス部門を新たに設置するとともに、相談で得られた情報を顧客データベース化し、企業支援に活用する。

また、来所相談のほか、多様な相談機会を提供し、併せて企業に出向く現地相談を積極的に実施することにより、日々の企業活動から生じる技術課題にタイムリーに対応する。

②　依頼試験

研究員の専門的な知識・ノウハウと企業ニーズに応える設備機器により、信頼性の高い試験結果を提供する。

③　設備機器の開放

  企業の新技術・製品開発の意欲に応える設備機器を開放し、高度な技術課題に対応する。

④　受託研究

企業が求める高度な受託研究に対応し、その成果が実用化・製品化につながるよう、フォローアップをしていく。

⑤　利用者の利便性向上

利用者の利便性を向上し満足度を高めるため、利用手続きの簡素化・迅速化や料金支払方法の多様化など、利用者の目線でサービスを改善する。

(3)　企業の新技術・製品開発のニーズに応える設備機器の整備
マーケティング・リサーチを行い、把握したニーズに応える設備機器や、府の政策課題への対応に必要な設備機器を整備することにより、高度な技術課題の解決に対応する。

①　マーケティング・リサーチに基づく設備機器の整備

設備機器の整備にあたっては、マーケティング・リサーチを実施し、企業ニーズや投資効果を精査するとともに、府の政策課題への対応に必要な設備機器を整備し、適切に管理する。

②　機器利用技術講習会の開催
主要設備機器について利用技術講習会を開催し、設備機器の利用機会を拡大し、企業の技術力を向上させる。

(4)　基盤技術や成長分野の技術者育成等

次世代への技術の継承を確かなものにするため、ハイエンドなものづく
りを支える基盤技術や成長分野に求められる高度かつ専門的な技術者の育成に取り組む。

(5)　インキュベーション施設を活用した起業家・中小企業等への成長支援
起業家や新たな事業展開をめざす中小企業等のインキュベーション施設への入居を促進し、産技研が事業化・実用化を支援する。

(6)　技術支援のフォローアップ
技術支援を行った企業の取組み状況を把握するなど、フォローアップに努め、課題の抽出やその解決に向けた支援など、新たな提案と支援を実施する。

３　研究開発の推進

産技研は、企業が求めるハイエンドなものづくりにつながる研究開発や、企業・大学との共同研究等を進める。また、中小企業自らが共同研究に参画することや研究開発成果を活用することを、産技研が提案することにより、企業の技術革新や製品開発に最大限に活かしていく。
(1)　企業ニーズに基づく研究開発

企業ニーズを把握して、ものづくり基盤技術の高度化や新技術・製品開発につながる研究開発を行うとともに、成長分野に関する技術シーズの創出につながる研究開発を行う。

①　研究開発の推進
中小企業単独では取り組むことが困難な研究開発や重要な政策課題に関する研究開発に取り組むとともに、企業ニーズが高いテーマに重点的に取組む。

②　企業への共同研究等の提案

共同研究、産学官連携研究等を企業に提案し、技術革新や製品開発につなげていく。

③　研究開発成果の評価

研究開発成果を適正に評価し、継続の必要性、その後の研究テーマの設定に反映させる。

(2)　研究開発成果の提案と技術移転

  ①　研究開発成果の技術移転・情報発信の促進
中小企業に研究開発成果の情報発信を行うとともに活用を提案し、技術移転を進める。

　    

②　大学の研究開発成果の橋渡し

大学の先端研究の成果を、産技研の技術支援のノウハウを活かして、中小企業へ技術移転する。

③　研究開発成果の共有

研究開発成果は職員で共有し、技術支援業務等に活かす。

④　知的財産権を活かした企業支援

知的財産権の取得を進めるとともに、積極的に公開し、企業における実用化・製品化を支援する。

４　連携の促進

外部機関との連携を進め、ワンストップ機能を向上させることで、産技研だけでは対応が困難な多様な企業ニーズにも応える。
(1)　行政機関、金融機関等との連携による多様な支援

行政機関、金融機関等外部機関との連携により、企業の様々な相談や課題に最適な企業支援を行う。

特に、大阪府やＭＯＢＩＯとの連携事業を行い、企業ニーズに対応する。

　　

(2)　産学官連携の推進

産学官連携を推進し、新技術・製品開発につながる研究開発等を行う。特に、大阪府立大学とは、包括連携協定に基づき共同研究、中小企業への研究開発成果の技術移転等に取り組む。

　　

(3)　広域連携の着実な推進
関西広域連合参加府県の試験研究機関と、情報の共有・提供等の面で連携し、最適な機関を相互に紹介するなど、広域連携の取組みを着実に進めていく。
(4)　地域との連携と社会貢献

地域との連携を推進し、産技研の持つ機能を社会貢献に活かす。

第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項
１　自主的、自律的、弾力的な組織運営

(1)　組織マネジメントの実行とＰＤＣＡサイクルの確立

理事長のリーダーシップの下、自主的・自律的に組織マネジメントを行い、ＰＤＣＡサイクルを確立する。

(2)　予算執行や人事制度の弾力的な運用

自らの権限と責任で予算執行や人事制度を弾力的に運用する。

(3) 提案型の企業支援を行うための組織の見直し・再編 
提案型の企業支援を行うための顧客サービス部門を新たに設ける。

技術支援部門については、企業ニーズに柔軟に対応する組織に再編する。

また、社会経済情勢の変化や重要性・緊急性の高い政策課題に迅速に対応するため、組織の見直しを機動的に行う。

(4)　プロジェクトチームの設置
重要性・緊急性が高い、研究分野を横断する研究開発や技術支援につい 

ては、プロジェクトチームを設置して対応する。

　
２　職場、職員の士気を高め、職員の能力を向上させる取組み

(1)　人事評価の人事・給与への反映

職員の能力と勤務意欲の向上を図るため、人事評価を行い、これを人事・給与に反映することにより、組織の活性化を図る。
(2)　職員へのインセンティブ
職場、職員の士気を高め、職員の能力を最大限に発揮させ、組織を活性化するため、予算配分、職員表彰、研修、成果発表等によるインセンティブの制度化を図る。
(3)　職員の人材育成

大学、企業、研究機関等への職員派遣の制度化を図る。

また、企業に対する技術支援、新たな研究開発に必要な技術力及び知識を向上させ、職員の資質を高めるため、職員研修を計画的に実施するとともに、自己研鑽の取組みが促進されるよう、職場環境の整備に努める。

第４　財務内容の改善に関する事項
１　事業収入の確保、外部資金の獲得

(1)　事業収入の確保等

新たなサービスの導入、新規利用者の開拓など、利用者拡大への取組みにより、収入の増加を図る。

なお、利用料金については、企業ニーズなどを踏まえ、受益者負担を前提に設定することとし、利用料金が法人化前の料金水準よりも高くなる場合には、中小企業についてのみ政策的に引き下げる。また、新サービスの導入にあたっても、中小企業に配慮した料金設定を行う。

(2)　外部資金の獲得
提案公募型の競争的研究資金等外部資金の獲得に向けて積極的に取り組み、中小企業単独では取り組むことが困難な研究開発等に活用する。

２　財務の効率化

(1)　予算の弾力化・重点化

弾力的な予算執行や契約の運用を行うことにより、企業ニーズに適時適

切に応える。

また、予算配分を重点化する仕組みを設ける。

(2)　業務の効率化

内部管理事務のシステム化による事務処理の簡素化、外部委託の一部導入など、業務の改善、効率化に向けて見直しを行う。

第５　その他業務運営に関する重要事項
１　施設の有効活用等

(1)　施設の計画的な整備・活用等

建物は改修計画を策定し、計画的に整備を進める。 

土地・建物は適正に管理するとともに、有効活用を図る。

(2)　設備機器の整備　　

マーケティング・リサーチによる企業ニーズや投資効果を十分に精査の上、設備機器の整備を進める。

なお、事業収入を財源として、収益事業に係る設備機器を整備するとともに、府の政策課題に対応するため必要な設備機器や非収益事業に係る設備機器については、運営費交付金で整備する。

(3)　安全衛生管理等の徹底
利用者への良好かつ安全な利用環境の提供と、職員が快適かつ安全な労働環境で業務に従事できるよう、安全対策の徹底と事故発生の防止に努める。

また、職員が心身ともに健康を保持し、その能力を十分発揮できるようにする。

 (4)　環境への配慮
　　環境に配慮した業務運営を行い、環境への負荷低減に努力する。

２  法令遵守に向けた取組み
(1)　コンプライアンスの徹底

法令の遵守について、職員への啓発や教育に取り組み、周知徹底する。

(2)　個人情報保護と情報公開

個人情報保護及び情報公開については、関係法令に基づき適正に対応す

る。
(3)　情報セキュリティ
職務上の秘密や個人情報、企業活動に関する情報などの職務上知り得た秘密について、情報管理を徹底する。また、電子媒体等を通じて情報の漏洩がないよう、確実なセキュリティ対策を講じる。

(4)　リスク管理

業務運営上のリスクを調査・検討し、適切にリスク管理を行う。


	（前文）

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第25条の規定に基づき、大阪府知事から指示を受けた平成２４年４月１日から平成２８年３月３１日までの４年間における地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「産技研」という。）の中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を以下のとおり定める。

第１　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

１　「提案型」の企業支援と「つなぐ」取組みの推進

大阪の産業の発展を通じて府民生活の向上を図るためには、利用企業のニーズに対応したサービスを提案することが不可欠である。そのために、産技研は積極的に利用者を拡大し、技術支援機能の強化を図る。具体的には研究員が技術相談などの業務を行うとき、常に「提案する」という意識を持ち、企業の課題解決に最適な産技研のサービスを提案していく。また、サービスを充実する体制を整備し、顧客データベースを再構築し、データを最大限に活かして企業支援を行う。

併せて、大阪府の支援機関である、ものづくりビジネスセンター大阪（以下「ＭＯＢＩＯ」という。）や大学など、外部機関との連携による企業間のマッチング支援や技術支援など、つなぐ取組みを進めていく。

(1)  「提案型」の企業支援による支援の強化

①　サービス体制の強化

「顧客サービスセンター（仮称）」を新たに設け、顧客情報を一元的に収集・管理・分析し、企業支援を行う拠点とする。具体的には以下の業務を実施する。

　・　総合的な相談窓口

　・　顧客データベースの再構築（入力内容等の充実など）・運用　

・　マーケティング・リサーチ

　・　企業訪問、情報発信、企業への提案やコミュニケーションの促進

　・　産技研業務の管理・分析

これらの業務で得られた情報を産技研の運営に活かす。

②　研究員による積極的な提案

研究員が技術相談、依頼試験、設備機器開放等の業務を行う際に、企業の強み、弱み等を把握し、企業トータルでの課題解決や製品開発につながるサービスを提案し、企業の技術力向上に加え、製品企画力・開発力等の向上を図る。また、国等が実施する競争的研究開発事業などの情報を提供し、資金獲得に向けて支援する。

③　「出かける」活動の推進

現地相談、共同研究、講師派遣など、研究員が企業に出かける機会を増やし、研究員の企業へのトータルな技術支援能力を高める。また、企業の製造現場での課題とニーズを把握することにより、企業の課題解決に直結した研究テーマの設定や設備機器の選定に反映させる。

特に、未利用企業への訪問を積極的に行い、利用者の拡大につなげるとともに、企業が抱えている課題を発掘し、支援策を提案していく。

【現地相談件数】　中期計画期間中　２，０００件

　　④  ニーズの把握と利用者満足度の検証

企業ニーズの把握と利用者満足度を検証し、サービスの改善や新たな提案に活かすため、マーケティング・リサーチを定期的に実施する。

また、企業や業種団体・研究会の意見を聴く場を設置するとともに、企業経営者や技術者との交流や情報交換の場に、研究員が積極的に参加し、企業、産業界の生の声を聞き、必要な情報の蓄積に役立てる。

⑤　積極的な情報発信

インターネット、電子メ－ル、刊行物等それぞれの特性を活かし、最新の技術情報やイベント情報等を企業に提供する。

また、展示会等でのプロモーション活動や外部機関の広報媒体への情報提供などを積極的に実施するとともに、企業や業種団体、金融機関、大学などに向けた見学会を開催し、産技研の知名度を向上させる。

(2)  「つなぐ」取組みの推進

外部機関との連携により、互いの強みを活かす支援を実施する。

ものづくりのマッチング支援に強みを有するＭＯＢＩＯと技術支援に強い産技研が連携し、総合的な支援を行う。また、高度な研究を得意とする大学と基盤技術に強みを持つ産技研が連携し、企業の抱える課題の解決や新技術の実用化などにつなげる。

業種団体・研究会の持つ、人材育成、広報、情報収集、コーディネートなどの機能を利用し、産技研の技術支援情報を広く企業に発信するとともに、技術普及の機会を拡大し、利用者の増加につなげる。

また、「産技研顧客コミュニケーションサイト（仮称）」を新設し、利用者同士や支援機関との情報交換の場を提供する。

【業種団体等事業への協力件数】 　中期計画期間中　１，９００件

２　技術支援機能の強化

大阪の企業では、高付加価値製品の開発や、今後成長が期待される環境・新エネルギー産業、生活支援型産業等に関連するものづくり技術の高度化が求められている。産技研は、「売れる製品づくり」につなげるため、ニーズに応じた研究開発の実施とその成果の移転による基盤技術の高度化支援、依頼試験による信頼性実証の取組み強化、技術マッチングなど、企業の技術革新や製品開発に向けて質の高いサービスを提供していく。

(1)　新たなサービスの実施

依頼試験、設備機器開放、受託研究、技術者育成について、個々の企業活動にきめ細かく応えるサービスやインターネットによる予約制度の導入など、企業ニーズの多いサービスを新たに導入することで、利便性を向上させ、利用者の拡大を図る。また、オーダーメイド型の技術者育成事業を新たに立ち上げ、企業技術者の基盤技術力の向上に寄与する。

＜依頼試験＞

・  依頼試験の技術コメント付与＊
・  製品開発の期限、クレーム対応など緊急に試験結果が必要な依頼に対応するための「特急制度（仮称）」の創設＊
・　試験条件が特殊であったり、試料に特別な処理を施す必要があるなど、通常の依頼試験では対応できないオーダーメイド型試験 

＜設備機器開放＞

・　インターネットによる設備機器の利用予約＊
・　設備機器のレンタルサービス＊
・　設備機器使用時間の延長＊
＜受託研究＞

・　簡易な受託研究

＜技術者育成＞

・　企業の求めに応じて開催する技術講習会などオーダーメイド型の技

術者育成事業

＊企業ニーズの高いものから実施の可否を検討し、段階的に実施する。

(2)　既存サービスの充実

技術相談、依頼試験、設備機器開放、受託研究など既存のサービスについて、企業の視点に立った改善を行っていく。

①　技術相談

提案型の企業支援の拠点であり、総合的な相談窓口の機能を担う「顧客サービスセンター（仮称）」を新たに設置し、企業からの相談内容に最適な提案や情報提供を行う。

技術相談を受けた企業については、相談があった内容にとどまることなく、企業としてのトータルな課題や対応結果等の情報を、顧客データベース化や所内報告会開催により共有化を図り、総合的にフォローアップしていく。こうした取組みを通じ、研究員が利用者のニーズを把握、整理、分析するスキルの向上を図るとともに、相談で得られた情報を設備機器や研究開発テーマの選定に反映するなど、企業支援の指針として活かす。

来所相談のほか、インターネット及び電子メールを活用した相談システムを充実させるなど、気軽に相談できる多様な機会を提供する。

また、企業の製造現場に出向く現地相談の機会を増やし、企業に密着した支援を行う。特に未利用企業への訪問活動を積極的に行い、企業が抱える課題解決に役立つ支援の提案を行う。

さらに、多様化する相談内容に対応するため、外部機関とのネットワークづくりや連携強化に努め、適切に紹介やコーディネートが行えるよう支援機能を強化するとともに、知的財産権に関する基礎的な相談にも対応できるよう、研究員の育成を進める。

【技術相談件数】　中期計画期間中　 ２３１，０００件

②  依頼試験

研究員の専門的な知識・ノウハウを活かし、計画的な設備更新や保守・校正点検などにより設備の性能を維持することで、客観的かつ正確な信頼性の高い試験結果を利用者に提供する。

③　設備機器の開放

利用頻度の高い設備機器については、インターネット予約等により利用者の利便性を向上させる。その他の機器については、「テクニカルシート」での広報や機器利用技術講習会の開催などを行い、利用者の増加を図る。

また、他機関では開放していないような高度な設備機器でも、研究員の支援のもと、企業の研究者が利用できるようにし、高付加価値な技術・製品開発に対応する。

【依頼試験及び設備機器開放件数】　中期計画期間中　 ５６，０００件

　

④　受託研究

これまでの研究開発の成果や最新の技術情報を活かし、高度な受託研究に取り組む。必要に応じ、委託企業の製造現場へ研究員を派遣し、効果的に進める。また、突発的な受託研究や複数年度にまたがる受託研究にも、企業の要望に合わせて柔軟に対応する。

【受託研究件数】  中期計画期間中　２３０件

⑤　利用者の利便性向上

産技研の利用を促進するために、利便性の向上を図る。受託研究等の契約の簡素化や迅速化、リピーターの自動受付、料金支払方法の多様化など、利用者の目線でサービス改善の具体化を進める。

(3)　企業の新技術・製品開発のニーズに応える設備機器の整備

新エネルギー技術分野など、企業ニーズの高い設備機器や公的機関として企業の使用に供する設備機器を整備し、高付加価値な技術・製品開発に対応する。

①　マーケティング・リサーチに基づく設備機器の整備

マーケティング・リサーチに基づき、企業ニーズや費用対効果の高い設備機器を優先的に整備する。整備にあたっては、利用が見込める企業、利用頻度、料金設定など、利用計画を策定する。

特定の支援分野に関する設備機器については、「機器センター（仮称）」を設置し、レベルの高い技術課題に対応する一連の設備機器の使用等を提案する。

②　機器利用技術講習会の開催

主要設備機器の利用技術講習会を定期的に開催し、設備機器の使い方や製品開発での活用事例の紹介を行うなど、設備機器の利用を促進し、企業の技術力を向上させる。特に新規導入した設備機器については、積極的に機器利用技術講習会を開催して、利用者の増加を図る。

【機器利用技術講習会開催回数】　中期計画期間中　７２０回

(4)　基盤技術や成長分野の技術者育成等

技術講習会を開催し、企業の技術者の能力向上につなげ、高付加価値なものづくりや新分野への進出など企業の発展をめざす。

特に、企業の熟練技術者の高齢化が急速に進展する中、ものづくり基盤技術を支える技術者を育成する。また、今後成長が期待される技術分野に求められる高度専門人材の育成にも、大学などの外部機関と連携して取り組む。

さらに、企業や大学等から研修生を受け入れる。 

(5)　インキュベーション施設を活用した起業家・中小企業等への成長支援

起業家や新たな事業展開をめざす中小企業等のインキュベーション施設への入居を促進し、産技研の設備機器の活用や、専門研究員による技術支援、外部機関による経営支援など、産技研が事業化・実用化をきめ細かくサポートすることにより、ものづくり人材の育成と産技研発の新技術開発につなげる。

また、インキュベーション施設は、国のプロジェクト等における産技研と企業との共同研究や、多くの企業に共通する技術課題解決のための研究の場として活用を図るなど、多目的に利用できるよう検討を進める。

(6)  技術支援のフォローアップ

技術支援を行った企業の実用化・製品化、品質向上等の成果の把握など、フォローアップに努め、企業が新たに直面している課題に対する支援策を提案し、具体的な成果を得られるよう取り組む。

３　研究開発の推進
研究開発は高度な技術支援を維持し、研究員のポテンシャルアップを図る上で不可欠であり、産技研は、企業・産業界のニーズの高いテーマや政策的な課題となっているテーマについて研究開発を行う。また、得られた研究成果については企業に技術移転し、実用化・製品化につなげる。新技術・製品開発につながる高度な研究開発については、国等が実施する競争的研究資金を獲得して実施する。効果的に研究開発を進め、より大きな成果が得られるよう、必要に応じて企業・大学との共同研究、産学官連携研究を進めていく。

また、中小企業に対し、積極的に共同研究への参画や研究成果の活用を提案する。

中期計画期間中、重点的に取り組む研究開発分野は、次のとおりとするが、社会経済情勢や政策課題の変化に伴い、弾力的に対応する。

・　高付加価値製品を製造するための高度基盤技術

・　ナノテクノロジーによる新製造技術（精密・微細加工等）

・　新エネルギー関連技術（リチウム電池等電池関連部品等）

・　環境対応技術（省エネルギー、生活環境等）

・　生活支援型産業関連技術（医療・介護用機器等）

(1)  企業ニーズに基づく研究開発

企業ニーズを把握した上で、ものづくり基盤技術の高度化に寄与するテーマについて研究開発を行い、企業の技術課題解決につなげる。また、新技術・製品開発につながる研究開発や、共同研究、産学官連携研究を進めるとともに、成長分野に関する技術シーズの創出につながる研究開発を行う。

①　研究開発の推進

重要な政策課題や新産業の創出を促進する研究課題に取り組む「プロジェクト研究」を創設する。実施にあたっては研究分野横断的なプロジェクト研究チームを結成するとともに、理事長裁量枠予算の投入や研究調整部門のサポートにより、効率的・効果的に研究開発を進める。

その他の研究も企業ニーズに対応したテーマに重点化し、予算と人を効果的に活用した研究開発を推進する。

また、新技術・製品開発につながる高度な研究開発を実施するため、国や財団法人が実施する競争的研究事業に積極的に応募し、外部資金を獲得する。

【競争的研究資金の応募件数】　中期計画期間中　１１０件

②　企業への共同研究等の提案

共同研究、産学官連携研究を企業へ積極的に提案・実施し、企業との連携を強化する。また、企業がより大きな研究開発成果を得られるよう、国等の研究開発事業の情報提供を迅速に行う。

③  研究開発成果の評価

研究開発成果を評価する仕組みを構築し、評価結果に基づいて研究継続の必要性や研究資源の配分、その後のテーマの設定に反映させる。

 (2)　研究開発成果の提案と技術移転

①　研究開発成果の技術移転・情報発信の促進

顧客データベースにより、研究開発成果の活用が想定される企業を抽出し、個別に技術移転する。

また、研究発表会の開催等によって積極的に情報発信し、中小企業への技術移転、実用化・製品化につなげる。

・研究発表会・講習会の開催、展示会等への出展

・学会での発表、論文投稿、技術解説の執筆

・ホームページ、電子メール、各種広報媒体を通じた情報発信

【講習会等での情報発信件数】　中期計画期間中　１２０件

【学会等での発表件数】　　　　中期計画期間中　９７０件

【論文等投稿件数】　　　　　　中期計画期間中　２００件

②　大学の研究開発成果の橋渡し

大学の高度かつ専門的な先端研究の成果を、産技研が技術支援のノウハウを活かして、中小企業へわかりやすく技術移転する。特に大阪府立大学とは包括連携協定のもと、共同研究を実施し、得られた研究開発成果を中小企業の課題解決に活かす。

③　研究開発成果の共有

研究開発成果の所内発表等を行い、職員同士のコミュニケーション向上を図るとともに成果を共有し、技術支援業務や研究分野横断的なテーマの提案に活かす。

④　知的財産権を活かした企業支援
知的財産権の取得を進めるとともに、積極的に公開し、企業が活用する際に適時適切に支援することで、実用化・製品化を促進する。

４　連携の促進

企業の様々な相談や課題の解決に応えるため、産技研は、外部機関との連携

を進め、互いの強みを活かして企業を支援する。

(1)  行政機関、金融機関等との連携による多様な支援

行政機関、金融機関等と連携、または業務提携を結び、ワンストップ機能を向上させることで、企業の様々な相談への対応や課題の解決に向けて支援を行う。

①　大阪府、ＭＯＢＩＯとの連携

大阪府、ＭＯＢＩＯとの連携を強化し、研究開発、品質管理から販路開拓まで、広範囲にわたる支援を行う。

②　金融機関との連携

金融機関が開催する企業向けイベントに参加するなどの連携を図るほか、産技研の説明会・見学会を金融機関向けに開催し、支援内容に対する理解を深めてもらい、金融機関の顧客企業が持つ技術的課題の解決に対して、連携した支援体制を構築する。

③　商工会議所等との連携

商工会議所や商工会との連携を強化し、技術支援を実施する。

④　大阪市立工業研究所との連携

大阪市立工業研究所と連携して講演会・セミナー等を開催する。

(2)　産学官連携の推進

企業・業種団体、大学・学会等とのネットワークづくりに努め、産学官連携の中心的な役割を果たし、高付加価値な新技術・製品開発につなげる。また、大阪府立大学とは、共同研究、研究開発成果の技術移転、人材育成、セミナーの開催など、包括連携協定に基づく共同事業を実施し、企業支援や地域の活性化に寄与する。

(3)　広域連携の着実な推進

関西広域連合参加府県の試験研究機関と、情報の共有・提供等の面で連携し互いに補完することで、経営資源を相互に効率的・効果的に活かすとともに、利用企業の選択肢を増やし、広域からの企業のニーズに応えていく。

(4)　地域との連携と社会貢献

近隣の産業団地であるテクノステージ和泉の企業や南大阪高等職業技術専門校と連携し、企業向けセミナーなどを開催し、地域の企業に貢献する。また、小中高校生を対象にものづくりや実験等のイベントを開催し、子供たちの科学技術に対する興味を引き出す。

第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１　自主的、自律的、弾力的な組織運営

(1)　組織マネジメントの実行とＰＤＣＡサイクルの確立

自主的、自律的な事業運営が行えるよう、経営企画を担当する部門を新たに設け、企画調整機能の強化を図る。また、理事長のリーダーシップの下、管理監督者をはじめ全職員が法人の目標や抱える課題を共有し、その達成や解決に向けて、一人ひとりが自発的に取り組む組織体制を構築するとともに、ＰＤＣＡサイクルを実践する。このことにより、ものづくり中小企業のニーズに応える質の高いサービスを継続的に提供する。

(2) 予算執行や人事制度の弾力的な運用

自らの権限と責任で予算執行や人事制度を弾力的に運用し、厳しい経営環境に直面するものづくり中小企業のニーズに応える。

特に、人材の確保については、時期や期間にとらわれずに、企業ニーズやプロジェクトの期間に合わせて、研究員の採用を行い、業務に最適な体制を維持する。また業務内容に応じて、外部からも含め多様な人材を確保する。

(3)　提案型の企業支援を行うための組織の見直し・再編

「顧客サービスセンター（仮称）」を新たに設け、総合的な窓口相談、顧客データベースの再構築（入力内容等の充実など）・運用、マーケティング・リサーチ、情報発信等の業務の拠点とする。

技術支援部門については、意思決定の迅速化や複合化した技術課題へ対応する組織に再編する。

また、産業構造や府内企業の生産活動の変化、重要性・緊急性の高い政策課題に迅速に対応するため、組織の見直しをフレキシブルに実行する。

(4)　プロジェクトチームの設置

新エネルギー技術開発など研究分野横断的な技術課題については、プロジェクトチームを設置して、研究開発、技術支援に取り組む。

２　職場、職員の士気を高め、職員の能力を向上させる取組み

(1)　人事評価の人事・給与への反映

人事評価制度を設け、評価結果を人事や給与に適切に反映させることにより、職員の意欲を喚起し、能力を高め、組織の活性化を図る。

(2)　職員へのインセンティブ

頑張ったことが報われるよう、予算の理事長裁量枠や支援実績に応じた重点配分、めざましい業績をあげた職員の表彰、能力開発に結びつく研修など、インセンティブ制度を具体化する。

また、支援先企業の成功事例や研究開発成果、外部機関からの受賞や補助金の獲得等、職員の努力によって得られた成果を発表し、組織として称える機会を設ける。

(3)　職員の人材育成

大学、企業、研究機関等外部との交流を活発化し、外部からの知識の習得と人的ネットワークの拡充を図る。特に、一定期間、職員を派遣する制度を新たに設け、職員の意識改革と能力開発を進める。派遣を終えた者は、その成果を所内報告会で伝達する。

また、企業に対する技術支援、新たな研究開発に必要な技術力及び知識を向上させるため、職員研修を計画的に実施する。特に、若手研究員の育成に向け、研究所内での日々のＯＪＴのほか、企業の製造現場に接する研修を充実させる。

さらに、研究員の各種資格の取得を組織的に推進する。

第３　財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置

１　事業収入の確保、外部資金の獲得

(1)　事業収入の確保等

利用企業の声に応えるサービスの実現や利便性の向上、広報宣伝により利用者を拡大し、収入の増加を図る。 

なお、利用料金については、企業ニーズなどを踏まえ、受益者負担を前提に設定するとともに、中小企業に配慮した料金設定を行う。

(2)　外部資金の獲得

研究開発等に活用するため、競争的研究資金等外部資金の獲得をめざす。特に、国、財団法人等が実施する提案公募型研究等について、常に情報収集に努め、積極的に応募する。また、採択率を高めるため、所内のサポート体制を充実する。

２　財務の効率化

(1)　予算の弾力化・重点化

弾力的な予算執行や契約の運用を行うことにより、年度当初見込んでいなかった経費や複数年度契約に対応する。

また、予算に理事長裁量枠を設け、「プロジェクト研究」への資金投入や支援業務実績に応じた研究資金の重点配分など、予算配分の重点化を進める。

(2)　業務の効率化

絶えず業務改善に取り組み、業務の効率化を進め、限られた経営資源を最大限に活かす。物品購入などの業務については研究員の負担の軽減につながるよう効率化を行う。

また、財務会計、人事給与等のシステムを安定的に運用し、事務処理の簡素化・効率化を推進する。総務事務や施設・設備の保守点検・修理等の業務の一部について、外部委託の検討を進める。

　　　　　　　　

第４　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１　予算（人件費の見積りを含む。）

２　収支計画

３　資金計画

第５　短期借入金の限度額

第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画　

第７　剰余金の使途　

第８　その他業務運営に関する重要事項の目標を達成するためとるべき措置

１　施設の有効活用等

(1)　施設の計画的な整備・活用等

建物は改修計画に基づき、計画的に整備を進めることとし、その際には省エネ技術の導入等を検討する。

土地・建物は適正に管理するとともに、有効活用を図る。特に、空き実験室や会議室等を、企業や業種団体との支援・交流の場などとして多角的・柔軟に活用する。

(2)　設備機器の整備

マーケティング・リサーチに基づき、企業ニーズや費用対効果の高い設備機器を優先的に整備するとともに、府の政策課題への対応に必要な設備機器を整備する。整備にあたっては、利用が見込める企業、利用頻度、料金設定など、利用計画を策定する。また、校正管理により精度を保持する。

なお、事業収入を財源として、収益事業に係る設備機器を整備するとともに、府の政策課題に対応するため必要な設備機器や非収益事業に係る設備機器については、運営費交付金で整備する。

   (3)　安全衛生管理等の徹底

利用者へ良好かつ安全な利用環境を提供するとともに、利用者が設備機器を使用する際には職員から事前説明を十分に行う。そのため、職員教育を徹底し、事故の発生等を未然に防止する。

また、職員が快適な労働環境で業務に従事し、併せて心身ともに健康を保持できるよう、労働安全衛生法等関係法規を遵守するとともに、職員の健康管理に関して相談に応じる体制づくりを行う。

(4)　環境への配慮

環境に配慮した業務運営を行い、施設の維持管理、設備機器の更新や物品購入に際しては、省エネルギーやリサイクルのしやすさを考慮する。

２　法令遵守に向けた取組み

(1)　コンプライアンスの徹底

職員の法令遵守の意識と倫理観を高めるために、関連規程の制定や、コンプライアンス研修等の職員教育を徹底する。

(2)　個人情報保護と情報公開

個人情報保護及び情報公開については、大阪府個人情報保護条例（平成８年大阪府条例第２号）及び大阪府情報公開条例（平成１１年大阪府条例第３９号）に基づき、適正に対応する。

(3)　情報セキュリティ
職務上の秘密や、職務遂行上知り得た個人情報や企業からの相談内容、研究の依頼内容などの情報について漏洩が起こらないよう、組織的に取り組むほか、職員教育を徹底する。

また、電子媒体等を通じて情報の漏洩がないよう確実なセキュリティ対策を講じるとともに、情報セキュリティポリシーを策定し、職員に遵守させる。

(4)　リスク管理

業務の遂行、利用者の安全、財産管理など多角的な視点からリスクを調査・検討し、適切にリスク管理を行う。

第９　大阪府地方独立行政法人法施行細則（平成１７年大阪府規則第３０号）第４条で定める事項

　


１　施設及び設備に関する計画　　　　　　

２　人事に関する計画

　　  　

３　中期目標の期間を超える債務負担

　　　

４　積立金の処分に関する計画
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